
2A13 企業研   究 者に対する MOT 入射 育 プロバラム 

0 馬場由佳， 渡遣英 Ⅰ和田啓 輔 ( 三菱化学 ) 

1 . はじめに 

ここ数年、 技術経営 (M O T ) の重要性は増すばかりであ る。 持続的発展を 
実現することが 必要な企業体として、 経営スキルやツールのひとっとして 技術 

経営を捉え、 長期的視野での 人材の育成を 実施することは 必須であ る。 しかし 

、 育成結果が可視化されるまでの 即効性を期待するのは 困難であ り、 継続性か 

つ効果のあ る育成システムの 仕掛けは大胆かつ 慎重を要する。 MOT を 「技術 プ 

ラット フ オーム」 のひとっとしても 設定し、 育成プロバラムを 包含した新たな 
試みを開始した。 

2 . 会 社の人材育成計画 
三菱化学の人材育成基本方針は ，以下の通りであ る。 ( 1 ) 「企業は人なり、 

人は育成され 得る」 との認識に立つ、 ( 2 ) 経営戦略を実現させるための 人材 

を 重点的に育成する、 ( 3 ) 人材育成投資を 長期的視点に 立って、 適正規模で 
継続的に実施する、 ( 4 ) 「育成の責任は 上司にあ り、 成長の責任は 本人にあ 

る 」 とあ ると考える。 この人材育成基本方針の 下に、 OJT . 自己啓発・ OffJT ( 

研修 ) の 3 水柱による人材育成を 行っており、 各自の職務の 実行上で各自の ス 

借居別冊 傍 目的別 研傍 キ ルや意識の向上を 図っていく 
( 資格 ) ( 臣位 ) ( タ 計り ( 技街 ) ( 口車化 ) ( 内臣 ( その他 ) 

ス Ⅰ OJT を中心に、 自己啓発および   自己 梧学 耳門 海外 毎硅 人 権 OffJT ( 研修 ) を積極的かっ 補 

  経営スクル                                 啓発 研 傍 教育 留学 古里 会 啓発 完 的に取り入れ、 全体として 企 
  軒 丈 業を支える人材の 育成を図って 
  

いこ う としている ( 図 1 ) 。 一 

方で、 事業の範囲が 石油化学・ 
  

  
医薬品・機能化学品・ 情報電子 

  機材等から構成されており、 そ 

  れぞれに異なるビジネス ・プラ 一 
、 ソトフ オームを意識した 経営や 

口 ]. 会 社片傍体系の 例 技術開発が必要であ り、 求めら 

れる技術人材の 性質も異なるのが 現状であ る。 会社における MOT の認識はまだ 
薄いが、 技術開発部門を 中心に自己啓発や OffJT の形で MOT の重要性や必要性が 
認知されっ っ あ る。 今回は事例として、 そのような各種試みと 横浜総合研究所 
において開始した 人材育成計画を 紹介する。 
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3 . MOT に関する問題意識の 集約過程 

以前から本社や 横浜総合研究所等の 技術開発の管理部門には、 若手・中堅 ( 3 

0 代 前半～ ) 研究者を意図的にローテー ション配置し、 全社の視点を 養 う ための 

仕掛けが存在している。 日本の化学企業としては 早い段階に、 海外のコンサル 
タントを起用し 技術マネージメントの 方法論を各種取り 入れ、 あ るいは取り入 
れる試みを実施してきた。 技術戦略策定のフロー や 、 Decision & Risk Analysi 

  といった R&D テーマ評価やバイプライン 評価の仕掛けなどもその 一例であ る 

  2 年程前から、 技術トップの 理解のもと、 複数メンバ一による 積極的な国内 
・海外の技術マネージメントのべンチマー キング活動、 学会・セミナー・ ワ一 

クショップなどへの 計画的参加を 実施してきた。 特に、 海外の学会等ではこち 

らからの積極的発表を 行 う ことにより、 人的ネットワークを 構築することも 目 

的のひとっに 掲げてきた。 

そもそも、 この MOT のような社会科学への 興味を持っ技術系人材の 小グルー 

ブは 、 自主的に形成された 勉強会や意図的に 呼びかけた勉強会から 問題意識の 

あ るものが集まったものであ る。 「意思決定の 方法論」   「利益あ る新商品開 

発を加速化させるための 方法論」 などの 1 年間シリーズで 行 う 勉強会や、 社内 

外の講師を招き 講演会と小バループ 討論をセットで 行う 「事業企画を 考える会 

」 、 研究者と技術開発管理部門の 数人で横断的に、 機能商品開発における 材料 

のデザインはど う あ るべきかということを MOT 的な視点で捉えて 問題意識を議 
諭 し解析する活動など 様様な試みを 行ってきた。 また、 一方では週末の 活動と 

して、 今後の化学企業の 技術開発のあ り方についての 議論を複数の 有志により 

重ねてきた。 このグルーブでは、 科学技術の大きな 流れを読み取ると 共に、 日 

本の科学が日本独自のコンセブ ト を出すほどに 世界水準に達した 今、 産業界 側 

も 日本発の技術コンセプトを 提案してこそ、 今後の産業の 変化に対応し、 主導 

権 をとることができるという 思いがあ った， 新しい学問の 大きな成果に 注目し 

、 この学問的成果を 新しい技術に 翻訳するために 社内の研究者が 何らかの形で 
共有できる技術コンセブ ト の必要性を認識し、 化学産業の今後の 研究開発にお 
ける佳カすべき 化学技術のひとっを 提案した " また、 この技術コンセプトを 軸 

に 生まれるであ ろう商品や事業にっい 
て 議論を重ねる 中で、 技術の競争 軸に 

とどまらず、 事業の競争 軸 ・事業プラ 

ットフ オーム ・社内風上等の 広範囲な 

議論へ展開した。 
  

以上述べたような 特定少数の研究者 
や マネージャーが 持ち始めた問題意識 

                            実行のプロセス   
や モチベーションの 土壌が出来っっあ 

る中、 技術開発の成果に 対する論点を 
明確にするために 技術開発マネージメ 
ントを 5 つのドメインに 分け ( 図 2 ) 

9 
田 2. 技 行用 尭 マネージメントの 5 つのドメイン 
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、 企業風土や人材育成の 重要性にも 

焦点をあ てた施策を企画・ 実行して 

きた ( 図 3 ) い L 。 更に、 技術開発者 

のべクトル合わせのための 行動指針 

として " 技術開発行動指針 " を策定 

し 、 社内広報を開始している。 以下 

  その中でも長期な 効果を期待する 
技術人材育成プロバラムの 例を次に 

紹介する。 

視点 内容朗 

技街 世策 マネージメント の 止珪 5 ドメインモチ ル の 援示 

ベクトル合わせ 技 行 出発行劫指針 

宙 早出発スピード への寄与 MAPLE, 技行 プラット フ オーム 

対 ボード 良及 D 広報活 肋 
帝 悪辣五の向上 さ乗田 n: MAAPLE 、 ウ乗 Ⅱ 活妨 、 

可祝 侶 スキルツールの 寺人 

( 五期 ) 技 億人材育 肢 プロバラム 
人材 供措 口一 テーション人ウ、 アウトソーシンバ 

各種ワーキンババループ ，草合・ワーウショップ 活劫 

43. 人材育成にⅡわる 拮だ簾俺 

4 .  「 Career Plus Program 」 

1 9 9 9 年 4 月から一新してスタートした 横浜総合研究所における 入射育成 

プロバラムは、 「 Career Plus Program 」 (CPC) と名付けられており、 技術 

分野あ るいは研究所組織別の 育成プロバラムと、 リーダーシップ・プロバラム 

の 2 つから構成されている。 ここで、 人材を 「入射」 としているのは、 人 こそ 

最大の財産であ ることを再認識するためでもあ る。 

4 一 1  技術分野Ⅰ研究所組織 別 プロバラム 

新人指導制度の 充実 ( 先輩研究者による 指導 ) と到達目標の 設定と育成を 

目標にしたものであ る。 どの技術開発集団も、 特定ビジネスの 技術開発の 

質や性格に相応する 特徴的なカルチャーを 持っているものであ るという 前 

提 で、 

例えば顧客との 接し方・内外とのコミュニケーションの 取り方・各技術者 

への権 限委譲 度 ・仕事の進め 方・スピードの 質 ・優先順位のつけ 方・社内 

の 仕掛けの活用方法等をそれぞれの 集団の新人から 中堅まで 「基本動作」 

の形で徹底的に 刷り込んでもらお う という意図であ る。 更にこの基本動作 

に 加えて、 その技術分野で 活躍するために 必 、 須の基本的知識や 技術を 「基 

本要素」 の形で確実に 身につけてもらお う という意図であ る。 この 2 つの 

意図を汲んだプロバラムを 新人から入社 3 年までの技術者を 主に対象とし 

、 その後のキャリアも 考慮した経験あ るいは習得すべき 広義の技術をでき 
るだけ明確にし 必 、 要な研修や機会の 創出を確実に 実施し丁寧に フ オロー し 

ぅ よ としている。 

4 一 2  リーダーシップ・プロバラム 

技術開発リーダーとは、 優れたグループ・マネージャー、 グループ   リ ー 

ダ一 、 プロジェクト・ り ーダー、 ネットワーク・コーディネーター、 あ る 

いはイ / ベータ一等と 解釈している。 ビジネスの分野や 技術開発の分野に 

よって、 どの形のリーダーが 必要かは異なるが、 共通のこととして、 人間 

や社会についてしっかりとした 認識をもち、 その視点をビジネスに 結ぴつ 
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ける力を持った 者が優れたリーダ 一であ ると認識している。 これらのリー 

ダーは、 そういう意味では 育てるというより、 そうした素質を 持った人 材 

を 見出し、 チャンスをどんどん 提供することが 重要と考える。 全社的な育 
成プロバラム ( 新人教育、 言語研修、 専門研修、 海外留学、 海外長期滞在 

による専門情報収集活動 ( テクニカルアタッシェ ) 等とあ わせて、 国内の M 

OT プロバラムへの 計画的参加 ( 社会経済生産性木部・ 経営アカデミ 一等 ) 

  国内外の学会への 参加・ MOT スキルやツールの 研修やワークショップへ 
の参加・各種勉強会の 実施・社内外講師によるセミナー 開催等を実あ るい 

は 企画中であ る。 

CPP のスタートにあ たっては、 研究者全員に 主旨を社内インターネッ トにて 

通知し、 CPP の維持と改善の 実行や展開のためにキャリア・プラス・ コミテ ィ 

一 (CPC) を常設している。 まだ着手したばかりであ り継続することこそが 重 

要 であ る。 様々な企画を 実施することは 容易であ るが、 受ける側の問題意識を 
いかに広げるか、 自ら受講する 仕掛け ( 人事評価の反映等 ) も課題であ る。 

5 . 今後の課題 

ビジネスでも 技術開発でも、 結局の決め手は 人の差であ り、 混沌の大競争か 

ら抜け出して 2 1 世紀の優良会社を 目指すためには、 自立した産業研究者の 育 

成 および世界規模の 競争の中でリーダーシップを 発揮できる研究開発がわかる 
ビジネスリーダ 一の育成は大きな 課題であ る。 今後、 若手や中堅の 育成の視点 

においてもいかに 多数のプロジェクトを 立ち上げ、 リーダ一に任命し 成功あ る 

いは失敗体験を 獲得してもらうかも 重要であ る。 その際には、 関係会社への 派 

遣 のみならず関係会社とのローテーションを 加えた施策も 踏み込まなくてはな 

らないであ ろう。 持続的発展社会の 中で化学企業の 研究技術者が 果たす役割、 

従来とは異なる 視点が求められるはずであ る。 技術をビジネスの 儲ける構図に 

っなげることのみならず、 例えば地球環境等に 代表される化学企業として 社会 

に 安心や安全を 提供することも 技術経営の基本となるであ ろう。 社会の変化が 
見えている人財や 社会と人間に 対する洞察力があ る入射 は 、 短期間では養成で 
きない。 中堅クラスの 時期からそういう 素質を持つ人を 選抜して、 周到にキャ 

リアを積む必要もあ る。 一方的な教育というよりは、 「 大 財を富ます」 という 

精神で、 技術者に 「 場 」 を設定し、 「機会」 を提供して、 その技術者の 潜在力 

を引き出すという 考え方が長期にわたり 認知されるような 企業風土づくりも 無 

視 できない課題であ る。 能動的な自己変革は 極めて困難なものであ るが、 自己 

変革を促すような 人事評価施策も 今後の検討課題であ る。 
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